
　　　　　　　　　　　　　　ＮＰＯ連絡会：夏期の活動予定　　　　　　　　　　　　
· ７月28日（金）18：30「（ＮＰＯ法見直し＆優遇税制）国民生活審議会中間報告」緊急報告会

講師：山岡義典氏（審議会委員、日本ＮＰＯセンター事務局長）／会場：愛知県中小企業センター／120名／費用500円／

内容：優遇税制新設を含めたＮＰＯ法の見直しについて、平成12年12月1日までに、「検討」し、13年12月1日までに、「改正」する、というのが法成立時の「付帯決議」でした。国民生活審議会の中間報告が出ました。どのような内容か、どう作業が進んでいくのか、何が論点か、委員の山岡さんから報告頂きます。
· ８月27日（日）10：00「ＮＰＯのための会計実践セミナー：基礎篇･初級篇」　

講師：会計士の方を数名予定／会場：椙山女学園大学／募集50名／費用2000円／

内容：ＮＰＯにおける日々の金銭の動きをどう帳簿にするのか、１月分程度の事例をもとに実践セミナーします。会計がわかるスタッフの育成講座です。今後、中･上級篇も実施します。
· ９月２日（土）13：30　シンポジウム「ＮＰＯと行政。－支援と自立と協働」ＰＡＲＴⅡ

会場：名古屋都市センター／共催：（財）名古屋都市センター／パネラー：愛知県犬山市（市民と協働で推進策を作った）／同大口町（ＮＰＯ支援条例を策定）／同西尾市（サポートセンターを開設）／愛知県（ＮＰＯへの委託事業開始）／建設省（木曾三川公園で日本初のＮＰＯと協働のパークセンター開設）／司会：武長脩行（椙山女学園大学文化情報学部長）／ＮＰＯからの論点報告：ＮＰＯ連絡会／参加者150名。／費用500円／

内容：ＮＰＯ施策の先進事例紹介とそこでの悩みを率直に問題提起して頂き、一緒に解決策を議論します。ＮＰＯ側の態勢作りが一つの論点です。（ＰＡＲＴⅠでは、“支援と協働”でしたが、“自立”も大切なキーワードだと気づき、付加しました。）
· ９月23（土）・24日（日）両日10：00～「ＮＰＯのためのパソコン実践基礎セミナー」

会場：椙山女学園大学文化情報学部（機器も借用）／募集50名程度（１人１台使用可）／費用：有料（価額検討中）／

内容：メール・インターネット部門／会計･計算ソフト部門／初級部門／などグループ分けして、それぞれに指導スタッフがつきます。パソコンを使えるＮＰＯスタッフを増やしましょう。
　　　　　　　５月２７日シンポジウム「ＮＰＯと行政」の報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

約１５０名の参加で、ＮＰＯ1/3、行政1/3、ほか1/3でした。／概要は、①「（行政から）ＮＰＯへの認識、評価。どう付き合うのか」について、理念や方向性は見えて来ているが、具体策については手探り、②ＮＰＯと行政の支援･協働の関係については色々なパターンがある。「クリーン堀川」の合体型、「起業支援ネット」の委託契約型、「たすけあい名古屋」の独立型など、それぞれ活動目的の性格や環境条件によって違う、③支援と協働を考える上で、行政、ＮＰＯそれぞれの特性を活かした（弱点を補い合った）関係が望まれる、④行政には、効率性の視点が、ＮＰＯには責任能力の視点（特に、継続性）が望まれる、⑤勇気ある先行事例が出始めている、教訓化が必要、⑥日本社会は、自己責任型・協働型社会へ変わらざるを得ない、ＮＰＯの成長、依拠は必然の流れ。⑦今後「協働作業」で解決策を探し出していこう。というものです。

（「シンポジウムの記録と資料」Ａ４で30頁、「名古屋市懇話会報告書」（同市作成）があります。必要な方、お送りします。会員外の方は、実費お願い。）　　　　　　ＰＡＲＴⅡをご期待下さい。
　　　　　　　　　　　　　　助成情報・コンペ情報　　　　　　　　　　　　　　

· 伊藤忠記念財団「子ども文庫助成」：締切7月17日／対象：子ども文庫など児童の読書への啓発など／問合せ03-3974-2650  

· 住宅生産団体連合会「住宅関連環境行動助成」締切7月31日／対象：住宅に関連する環境対策の推進／問合せ03-3592-6464　http://www.JUDANREN.or.jp

· 松翁会「社会福祉助成金」：締切7月31日／対象：社会福祉に関する事業･研究への助成／1件80万円程度、総額1000万円／問合せ：03-3201-3225

· 富士記念財団「社会福祉助成金」：締切7月31日／対象：社会福祉に関する事業・研究への助成。特に、心身障害者（児）の福祉向上の事業／問合せ03-3201-2442

· 庭野平和財団／締切8月13日／対象：宗教的精神に基づく社会活動／問合せ03－3226－4327

· 日本財団「福祉車両助成」／締切8月15日／訪問入浴車、車いす対応車など助成･寄贈／問合せFAX03-3502-2878　http://www.nippon-foundation.or.jp/

· 三重県「環境創造活動助成金（後期分）」受付期間：8月1日～8月31日／問合せ：三重環境県民会議059-245-7512

· イオングループ環境財団／締切8月31日／対象：地球の未来を守るために／問合せ043-212-8515

· ユニベール財団「市民活動助成」：締切8月31日／対象①高齢者が活動、②高齢者の医療･保健・福祉・まちづくり等、③国際支援・交流等を行うの市民活動団体／問合せ03-3350-9002 http://www.univers.or.jp

· さわやか福祉財団「電動アシスト自転車購入助成」締切8月中旬。現在予備調査中／対象団体はＮＰＯ法人で介護保険指定事業者約100団体／購入費用の3／4を助成／問合せ03-5470-7751

· リーバイ・ストラウス財団「コミュニティ活動推進基金」締切8月28日／対象：エイズ問題・社会公正・青少年育成／問合せ03-3446-7781　http://www.jcie.or.jp/levi/
· 愛知県：緊急雇用対策2001年ボランティア国際年記念事業企画調査公募：参加希望申込6月28日／問合せ社会活動推進課052-961-2111（2488）http://www.pref.aichi.jp/syakaikatsudo/　　　　　　　　　　　　　＊ホームページ開設　　　　　　　　　　　注：7月１日付号とは、助成情報が違っています。
■助成に関する総合情報：助成財団センター　ｈｔｔｐ://ＷＷＷ.ｊｆｃ.ｏｒ.ｊｐ/

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他のニュース　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■ＮＰＯへの法人住民税の「均等割り分」が、「（同じ介護介助活動団体なのに）かかる団体とかからない団体がある」と相談がありました。具体的にどの事業が収益事業と認定されたのか、県・市町村の担当課に確認する必要があります。「ＮＰＯ法上、特定非営利活動と位置付けても税法上は収益事業と認定されることがある。逆にＮＰＯ法上、収益事業と位置付けても税法上は収益事業にならないケースがある」ことを思い起こし、税務署に「どれが税法上の収益事業にあたるのか」確認して下さい。特定非営利活動を財政的に支えるために行う年に１回・２回の単発的なバザーなどはＮＰＯ法上は収益事業と位置付けても、税法上の収益事業にあたりません。所轄・担当によって違っている可能性もあります。詳しくは、本会に問合せください。また、こうした相談事をどしどしご連絡下さい。

■ＮＰＯ法人の誕生状況。6月16日現在。

全国、申請2633/認証2072/不認証9。東京614/461（前が受理数、後が認証）、以下神奈川167/139、大阪163/134、北海道122/96、福岡88/74、兵庫82/66、千葉75/61の順／（東海）静岡75/46、愛知66/55、三重59/49、岐阜23/15。経企庁216/157。

■愛知県の認証状況。（詳細は、ホームページ参照）

保健･医療･福祉29/子ども6/社会教育、環境保全、災害救援、国際協力、ＮＰＯ支援：各3/ほか5。

名古屋市21/尾張･海部12/知多12/西三河7/東三河3。（基礎自治体では、半田市の4が第2位）

■「まちづくり交流フォーラム研究集会 in Mie」の企画固まる！

●オープン集会９月３日四日市市　～　総括集会１２月３日津市／この間、三重県内各地２７会場で分科会開催。７月下旬、一斉案内。「まちづくりニュース」でも発信されます。
　　　　　　　　　　　　　連絡会の会員募集しています。　　　　　　　　　　　　
· 「サービス利用会員」を募集しています。ぜひご入会下さい。「団体」登録も可能です。会費納入しサービスを利用するだけ。会運営の権利・義務は負いません。●会費は、年額３，０００円。
· 申し込み方法は、「名前」「申込用紙郵送先（住所）」を事務局へご連絡ください。折り返し、申込用紙・振込用紙など送付します。よろしくお願いします。　　　　　　　　　　　　　
· メールでニュース送信しています。アドレスお持ちの方、ご連絡下さい。　　　　　　以上
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